
 

 

 

制定 令和７年12月18日 

 

カスタマーハラスメント対策マニュアル 

 （目的） 

第１条 このマニュアルは、一般社団法人兵庫県水質保全センター（以下「センター」

という。）職員の健康と安全を守るため、カスタマーハラスメント(以下「カスハラ」

という。）事案発生時の対応と、職員が安心して業務に取り組める環境を整備するた

めに策定する。 

  

 （定義） 

第２条 カスハラとは、浄化槽管理者、センターの事業に関係を有する者（以下「管理

者」という。）等からの言動のうち社会通念上相当な範囲を超えるもので、職員の就

業環境を害する以下のものをいう。  

⑴ 暴力・暴言（殴る、蹴る、大声を出す、脅迫的な言動、侮辱的な言動、威嚇、脅

迫など） 

⑵ 精神的攻撃（人格否定の発言、差別的な発言、長時間の拘束、執拗な連絡、SNS

等での誹謗中傷、個人的な要求、土下座の強要など） 

⑶ 不当な要求（正当な理由のない金銭補償やサービスの要求、企業秘密の開示要求、

反社会的勢力との関係を匂わせる言動など） 

⑷ ハラスメント(性的な冗談、不快な視線、身体への不必要な接触、性的な要求など

のセクシャルハラスメントなど) 

 

(基本方針) 

第３条 センターは、管理者等に対して真摯に対応し、信頼や期待に応えることで、よ

り質の高い満足を提供することに心掛ける。 

  一方で、管理者等からの常識の範囲を超えた要求や言動の中には、人格を否定する

言動、暴力、ハラスメント等の職員の尊厳を傷つけるものもあり、これら行為は、職

場環境の悪化を招く問題である。このため、職員の人権を尊重しこれらの要求や言動

に対しては、誠意をもって対応しつつも、毅然とした態度で対応する。 

また、管理者等からこれらの行為を受けた際は、職員が相談対応者（直属の上司）に

報告相談し、相談があった際には組織的に対応することを基本に据えるものとする。 

 

（体制の整備） 

第４条 カスハラを受けた職員が気軽に相談できるように相談対応者（直属の上司）を

決めて、体制の整備を図る。 

２ 相談対応者（直属の上司）は、カスハラが実際に発生している場合だけでなく、発

生のおそれがある場合やカスハラに該当するか判断がつかない場合も含めて、幅広く

相談に応じて迅速かつ適切に対応する。 

３ 相談対応者（直属の上司）は、相談者の心身の状況や受け止め方など認識にも配慮

しながら慎重に相談に応じる。 

４ センターは、前項の対応を実現するためには、外部関係機関（顧問弁護士等）と連

携できるような体制を構築するとともに、相談対応者向けに過去に職場で発生したク

レーム事案の留意点など、定期的に研修等を実施して職員周知する。 

 

 （カスハラへの初期対応） 

第５条 クレームのうち長時間の拘束、リピート型、暴言、電話対応での揚げ足取り、脅



 

 

迫などカスハラに該当する管理者等の氏名や連絡先等を教えてもらうことで、カスハラ

の原因と要求内容を正確に把握するために復唱して確認しておくこと。 

なお、クレームの原因と要求内容は、When(いつ)／Where(どこで)／Who(誰が)

／What(何を)／Why(なぜ)／How(どのように)の5W1Hにより正確な事実関係を把握

しておくこと。 

２ 相談内容がカスハラに該当するかを調査する必要があるため、確認しないまま管理

者等の要求内容を認める発言はしないこと。 

  また、話を聞く際には、常に冷静に穏やかに対応して、事実関係の確認前の段階で

は、限定的な謝罪（例：お客様に嫌なお気持ちを与えてしまい誠に申し訳ございませ

ん。）にとどめておくこと。 

３ 前項の相談内容で充分な調査が必要だと判断した事案については、必要な調査等を

行った上で回答する旨を管理者等に伝えること。その場合、できるだけ具体的な日数

を(例：◯日間、◯週間程度)を伝えるようにすること。 

４ 管理者等からのカスハラ対応は、次のとおり複数人で対応すること。 

 ⑴ 現場でやむを得ず単独で対応したときは、速やかに相談対応者（直属の上司）に

応援を求めて複数体制にすること。 

 ⑵ 電話でのクレーム対応の場合は、初期対応した職員が引き続き対応するのが原則

であるが、手に余ると感じたときは１人で抱え込まず、速やかに相談対応者（直属

の上司）に対応を要請すること。 

 ⑶ いずれの場合においても、対応に不安を感じたときはためらわずに相談対応者

（直属の上司）、同僚、他部門に応援を要請すること。 

5 カスハラ対応のために管理者等を訪問することは可能な限り避けること。 

なお、やむを得ず訪問しなければならない場合は、対応力のある複数の者を人選し

て慎重に行動すること。 

また、弁護士等の相談を求めたい場合は、あらかじめ総務部に申し出るこ 

と。 

６ 前項の対応で長時間に渡ったときは「恐れ入りますが、次の予定がございますの

で、◯時までにお話を伺えますでしょうか（次回は明日にしてもよろしいでしょう

か）」などと時間制限を設けること。 

７ 管理者等への対応内容を可能な限り詳細に「苦情受付処理記録簿」に記録して、次

のとおり、速やかに関係者で情報共有すること。 

⑴ 記録は事実に即して記載し、例えば、管理者等が同じ話を何度も繰り返す場合、

何度も繰り返しているからといって省略しない。 

⑵ 発言の内容を別な言葉に置き換えないこと。 

⑶ できるだけ発言の言葉をそのまま記載し、聞き取り不能の個所は聞き取り不能と

記載し、声の大きさ、腕の動きなどの状況も記載しておくこと。 

８ 会話を録音する場合、事前承諾を得ることが望ましいので、管理者等との対応がカ 

スハラであることが判明した時点で「正確にご要望を把握してサービスを向上させる 

ために会社の方針で録音しておくことになっております。ご了承いただけますか。」 

と発言して録音をスタートさせること。 

なお、同意を得ない録音でも直ちに違法ではないとされているので、カスハラの定 

義で示したような反応があったときは了承を得られなくても「録音させていただきま 

す」と発言して了承を得られなくても録音を開始すること。 

９ インターネットで寄せられたクレームの場合、メール等を電磁的に記録するととも 

に印刷して保管しておくこと。 

なお、SNSの投稿やメッセージはすぐに削除される可能性があるため、スクリーンシ 

ョット等を活用し保存しておくこと。 



 

 

10 相手の要求が不当であると判断した場合は、毅然とした態度で明確に拒否すること。 

 拒否してもなお暴言や不当な要求が続く場合は、「申し訳ございませんが、そのように

お話しされると対応いたしかねます」などと明確に伝え、一旦対応を打ち切ること。 

11 カスハラの事例について（別添） 

カスハラは対応時間が重要であるので、終了時間を記載する。大声でわめく内容を

記載することや、一方的な主張を繰り返す内容と回数等を具体的に記載しておく。 

また、対応時間を決めて、時間が過ぎれば電話を切る。 

なお、電話で何回も対応者を指名する場合は弁護士案件になる。  

 

（職員への配慮の措置） 

第６条 職員がカスハラの被害を受けた場合、速やかに被害を受けた職員に対して、次

のとおり配慮の措置を行う必要がある。 

⑴ 管理者等から言動により、職員にメンタルヘルス不調の兆候がある場合、臨床心

理士等の専門家に相談対応を依頼してアフターケアを行う、又は専門の医療機関へ

の受診を促す。 

 ⑵ 被害を受けた職員から希望があれば休業や一時的な配置転換を検討する。 

また、定期的にストレスチェックを行なう等、職員の心の健康の保持増進を図れ 

  るよう努める。 

 

（警察への通報・弁護士との連携） 

第７条 管理者等から直接的な暴力、検査機材などの器物損壊、脅迫などの犯罪行為に

該当する行為があったときは迷わず警察に通報すること。 

２ 暴力等が衝撃的一時的なもので相手がその場で謝罪したとしても、次のことに留意

して、その場で警察に通報すること。 

 ⑴ 被害を受けたときは軽症でも労災保険で医師の診断を受けて診断書を入手してお

くこと。 

 ⑵ 器物の損壊については、写真を撮り現物を保管しておくこと。 

 ⑶ 適切なタイミングで顧問弁護士事務所と打ち合わせを開始し法的措置の可能性を

検討する場合は、遠慮なく申し出ること。 

 

 （マニュアルの周知と研修） 

第８条 このマニュアルは、センターホームページに掲載するとともに全職員に配布す

ることにより周知する。 

また、このマニュアルは事案が発生した毎に評価・見直を行って必要に応じて改定

し直ちに周知を行い、カスハラの事例や対応策について全職員を対象に定期的な研修

を実施して、対応能力の向上を図ることとする。 

 

 （担当部署） 

第９条 本マニュアルに記載した事項についての担当部署は、センター総務部、責任者

は事務局長とする。 

 

 （改正） 

第10条 このマニュアルの改正は、正副常務会において承認を得なければならない。 

 

  附 則 

 1 このマニュアルは、令和７年12月18日から施行する。 


